
参考資料

申請時の注意事項

中部地方整備局

企画部技術管理課

令和元年８月

※本資料は、申請時の注意事項を参考に示したもので、本資
料に掲載している様式等については、参考扱いとし該当工事
の公告時の資料を十分確認し対応をお願いたします。
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宛先の間違い
のないよう注意

工事名の間違い
のないよう注意
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２

宛先の間違い
のないよう注意

工事名の間違い
のないよう注意
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※技術者の登録が３名を超える申請があった場合は、評価が低い方から３名を審査し、
実績等が一番低い技術者で評価。３名を超えた技術者は参加資格を認めない。

この期間を超える単位取得証明がされた証明書は評価対象としない。
また、年間推奨単位とは、1年間の推奨単位です。
「平成30年４月１日より平成３1年３月３１日まで」

【新規】新技術の活用実績

技術者の能力では
「より同種性が高い」は評価しない。

【新規】工事成績（安全対策）
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例）基準日が、令和元年１１月３０日の場合、２年間の遡りの日は、平成２９年１２月１日となる。
・工期末が平成２９年１１月３０日以降が対象（工期翌日が、平成２９年１２月１日のため）
上記期間以外は、評価対象としない。

190901版



４

元請として受賞の場合に
評価します。

防災訓練の実績は評価しない
発出日が明記されてい
ない場合は評価しない

同種工事の実績を「より同種性が高い」と
「同種性が認められる」に分けて評価します。

【新規】維持修繕工事の実績

【新規】週休2日取組企業

対象期間（基準日から遡って２年間）の考え方
例）基準日が、令和元年１１月３０日の場合、２年間の遡りの日は、平成２９年１２月１日となる。

①取組証を所持：平成２９年１２月１日の発行日以降が対象
②４週６休以上を達成工事：工期末が１１月３０日以降が対象（工期翌日が、平成２９年１２月１日のため）

上記期間以外は、評価対象としない。
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【新規】「BIM／CIM」工事実績

例）基準日が、令和元年１１月３０日の場合、２年間の遡りの日は、平成２９年１２月１日となる。
・工期末が１１月３０日以降が対象（工期翌日が、平成２９年１２月１日のため）
上記期間以外は、評価対象としない。
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【新規】自由設定項目
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要請書が無い場合は、災害復旧工事
であることが確認できる資料を添付
（契約図書等）

協定に基づき実施した場合は添付

元請が要請されたことが確認
できる上記書類も添付
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感謝状の写しを添付すること。
中部地方整備局長又は
中部地方整備局管内の事務所長のものに限る。

感謝状が団体宛の場合は、参加し
たことが確認できる団体が発行した
証明書を添付
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新規

経常維持工事・維持修繕工事の定義
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公告文に示す「一般土木工事」と「維持修繕工事」の工事種別の発注工事が対象

発注機関毎の維持修繕工事の区分

区分がわかる資料を添付（下記 ※4 参照）。
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新規

維持修繕工事の定義
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公告文に示す「一般土木工事」と「維持修繕工事」の工事種別以外の発注工事が対象

発注機関毎の維持修繕工事の区分

区分がわかる資料を添付（下記 ※3 参照）。
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●「維持修繕工事の施工実績」について

１．提出書類 （例）

１）対象工事が一般土木工事もしくは維持修繕工事の工事種別の場合、「維持修繕工事の施工
実績」を証明する提出資料の例

① ＣＯＲＩＮＳを添付する場合

② 公告文を添付する場合（ＣＯＲＩＮＳが添付できない場合等）

工事種別が明記されている。

ＣＯＲＩＮＳの写しは、様式に記載の工事名、
工期等がわかること。

工事種別
「維持修繕工事」の記載例

２）工事内容がわかる書類（設計図面、施工計画書等）については、上記、ＣＯＲＩＮＳ等に記載さ
れる工事実績等において維持修繕工事等の対象となる工事内容が明確にわからない場合
は、工事内容のわかる設計図書類等（図面・数量総括表・施工計画書等）を添付すること。
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この場合は「一般土木工事」であるため、
「維持修繕工事の施工実績」として評価しない。
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注意）
履行義務が発生しますので、実施しなかった場合は、違約金徴収の対象となります。

記載された実施予定数量により評価します。
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チェックリストに表彰ありとチェックした
場合は必ず○を付けて下さい。
○が付けてない場合は、表彰を受けて
いても評価されない場合があります。

表彰を受けた工事名を記載

工事成績評定通知が発注者より通知しているにも関わらず、添付
されていない場合は「競争参加資格無し」となります。

社会貢献等表彰は表彰状の添付が必要

表彰を受けた工事の工種を必ず記入して下さい。
評価対象は、当該工種に該当する工事だけです。

工事成績優秀企業認定を評価する工事は、
①一般土木
②Ａｓ舗装
③鋼橋上部
④Ｃｏ舗装
⑤ＰＣ
⑥法面処理
⑦維持修繕
⑧しゅんせつ
⑨グラウト
⑩杭打工事

の１０工種の場合に限ります。

CORINS番号は、許可番号を含めた18桁で記載願います。
【8桁（建設許可番号） ＋ 10桁（CORINS登録番号】

工事概要に「より同種性が高い」の判断が出来る内容の

記載がない場合は「より同種性が高い」の評価はしない。

ＣＯＲＩＮＳ登録の｢工事概要｣は、発注者では確認できないので注意すること

【新規】週休2日の取組の有無
□のチェックについては、「■」のように
記入してください。（「レ」はチェック箇所
が不明確になりますのでご注意ください。

本工事に申請以外の工事も対象

12
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●「週休2日の取組」について

本工事に申請する「配置予定技術者の同種または類似工事」もしくは「同種または類似工事の施工
実績」以外も対象

１．評価方法

２．評価対象工事

（参考URL：http://www.cbr.mlit.go.jp/architecture/twodaysoff/）
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発注者指定型 受注者希望型 発注者指定型 受注者希望型

週休２日の定義

非対象期間

現場閉所の定義

工事成績評価

完全週休２日の
履行実績取組証

対象期間

休工対象日

週休２日の費用計上

対象期間

現場閉所日数

各経費の補正
現場閉所の達成状況が、4週8休以上
（28.5%)に達したことを確認できた場合
に補正する

現場閉所の達成状況が、4週8休以上
（28.5%)、4週7休以上4週8休未満（25%
以上28.5%未満)、4週6休以上4週7休
未満（21.4%以上25%未満）に達したこと
を確認できた場合に補正する

※4週6休未満、週休2日に取組む協議
が整わなかったものは補正の対象とし
ない

現場閉所の達成状況が、4週8休以上
（28.5%)に達したことを確認できた場合
に補正する

現場閉所の達成状況が、4週8休以上
（28.5%)、4週7休以上4週8休未満（25%
以上28.5%未満)、4週6休以上4週7休
未満（21.4%以上25%未満）に達したこと
を確認できた場合に補正する

※4週6休未満、週休2日に取組む協議
が整わなかったものは補正の対象とし
ない

積算

現場閉所の達成状況に応じて各経費（労務費・機械経費（賃料）・共通仮設費率・現場管理費率）を補正

工期開始日～最終精算変更時の現場説明日のうち、非対象期間を除いた期間

「土曜日・日曜日」・「祝祭日」を問わず、現場を閉所した日数とする
天候（降雨・積雪等）により休工した日は、現場閉所日数としてカウントする

現場閉所とは、巡回パトロールや保守点検等、現場管理上必要な作業を行う場合を除き、現場事務所での事務作業を含めて１日を通して現場事務所が閉所さ
れた状態をいう

対象期間中の全日数に対する休工（現場閉所）日数の割合が２／７（週休2日（4週8休））を超えた場合に評価を行う

対象期間中の全週間数に対して、休工対象日を現場閉所とした週間数の割合
が70%以上を超えた場合に発行する。（受注者希望型は、H30.8.1より入札公告
を開始する工事から実施率によらず取組証を発行しない）

共通事項

工事成績
＋

履行実績
取組証 工期開始日から工事完了日のうち、非対象期間を除いた期間

準備期間、後片付け期間、夏季休暇（３日間）、年末年始休暇（６日間）、工場製作のみの期間、工事事故等による不稼働期間、天災（豪雨、出水、土石流、地
震等）に対する突発的な対応期間、その他、受注者の責によらず休工・現場作業を余儀なくされる期間

　「土曜日・日曜日」・「祝祭日」とし、実際の休工に際してはこれに代わる定休
日を設定してもよい
天候（降雨・積雪等）により休工した日は、休工としてカウントしない

　「土曜日・日曜日」・「祝祭日」を問わず、対象期間の2/7以上（小数点以下切
り上げ）の日数とする
天候（降雨・積雪等）により休工した日は、休工としてカウントする

完全週休２日 週休２日相当

対象期間中の各週において休工対象日に現場閉所を実施すること 対象期間において、２／７以上の現場閉所を実施すること

様式の 「別紙２」 に記載。
中部地整の取組は４区分
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４．提出書類 （例）

１）履行実施取組書の写し

２）．４週６休以上を証明するもの
①契約書（工事名・工期末のわかるもの）

②各機関の要領等で４週６休以上を達成したことのわかる工事関係図書
（中部地方整備局発注工事の事例）

発行は、８月以降予定

３．評価対象期間

評価対象期間は、入札説明書に示す「競争参加資格の審査及び評価の基準日」から遡って、履行実施
取組証の場合には発行日、４週６休以上の場合には工期末日の翌日が２年以内のものに限る。

14

対象期間（基準日から遡って２年間）の考え方
例）基準日が、令和元年１１月３０日の場合、２年間の遡りの日は、平成２９年１２月１日となる。

①取組証を所持：平成２９年１２月１日の発行日以降が対象
②４週６休以上を達成工事：工期末が１１月３０日以降が対象（工期翌日が、平成２９年１２月１日のため）

上記期間以外は、評価対象としない。
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③ 週休２日対象工事がわかる資料

ア） 工事の追加特記仕様書の該当箇所を添付する場合

イ） 公告文の写しを添付する場合

完全週休２日 発注者指定型

図面添付予定

例）中部地方整備局発注工事の事例：
別表２に示す週休２日の種別がわかるもの
※種別は、発注者指定型・受注者希望型（完全週休２日・週休２日相当）の４区分

追加特記仕様書もしくは公告文等（中部地方整備局発注工事では、別紙２に示す週休２日
の種別がわかるもの）

完全週休２日 発注者指定型

工事名

工事名

工期は変更している場
合があるので注意
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●「ＢＩＭ／ＣＩＭ工事の実績」について

「配置予定技術者の同種または類似工事」もしくは「同種または類似工事の施工実績」

１．評価対象工事

２．評価対象期間

評価期間は、入札説明書に示す「競争参加資格の審査及び評価の基準日」から遡って、工期末日
の翌日が２年以内のものに限る。

３．提出書類 （例）

①ＢＩＭ／ＣＩＭ実施報告書
②実績を証明できる工事関係書類等の写し

・工事図書など、ＢＩＭ／ＣＩＭを実施して発注者に提出した書類
（工事名・工期・会社名・BIM/CIM活用実績がわかるもの）

①の事例（中部地方整備局工事の例）

ＢＩＭ／ＣＩＭ実施報告書で活用を確認
・工事名
・工期
・会社名
・ BIM/CIM活用実績

が確認できる。

16

例）基準日が、令和元年１１月３０日の場合、２年間の遡りの日は、平成２９年１２月１日となる。
・工期末が１１月３０日以降が対象（工期翌日が、平成２９年１２月１日のため）
上記期間以外は、評価対象としない。
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本工事と重複する場合は、配置確認日に配置が可能である事。

その対応措置を明確に記載して下さい。

参加時点で他工事に従事していない場合は、該当無しなど記載して下さい。

従事期間が工期より短い場合は、従事した内容（工程表
など）がわかる資料を添付すること。
従事した内容が同種・類似の施工実績と無関係の場合
は評価しない場合がある。

工事成績評定通知が発注者より通知しているにも関わらず、
添付されていない場合は「競争参加資格無し」となります。

●「安全対策の評定点」のみ書類がない場合は、「安全対
策」のみ評価しない。

工事概要に「同種性が認められる工事」の判
断が出来る内容の記載がない場合は「同種性
が認められる工事」の評価はしない。

ＣＯＲＩＮＳ登録の｢工事概要｣は、発注者では確認できないので注意すること

【新規】新技術の活用

【新規】安全対策評定点

安全対策について

17

190901版



配置予定技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係（３ヶ月以上）が確認で
きる資料（健康保険証、監理技術者証など）を提出すること。
直近３ヶ月以内に証明書を更新した場合は、前回の証明書も提出すること。
提出されない場合や雇用関係が確認できない場合、
その配置予定技術者は競争参加資格無しとする。

新技術の活用の留意点

安全対策について
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●「安全対策の評定点」について

○工事成績評定通知が発注者より通知しているにも関わらず、添付されていない場合
は「競争参加資格無し」となります。

○「安全対策の評定点」のみ書類がない場合は、「安全対策」のみ評価しない。

○国土交通省地方整備局及び北海道開発局・沖縄総合事務局が発注する工事以外も
評価対象

３．提出書類 （例）

（中部地方整備局発注工事の事例）

１．評価方法

２．評価対象工事と期間

配置予定技術者の工事成績と同様。（同種・類似工事の実績で平成２３年度以降の完成工事）

安全対策の評定点

19
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●「新技術の活用実績」について

「配置予定技術者の同種または類似工事」

１．評価対象工事

２．評価対象期間

評価期間は、入札説明書に示す「競争参加資格の審査及び評価の基準日」から遡って、工期末日
の翌日が２年以内のものに限る。

３．提出書類 （例）

①新技術活用計画書・実施報告書

（ＮＥＴＩＳ番号の末尾（－ＶＥ）は、新技術活用計画書・実施報告書の提出がないため、下記の②の資料
提出が必要。

②実績を証明できる工事関係図書類等の写し
工事名・工期・会社名・新技術の実績数及びＮＥＴＩＳについてはＮＥＴＩＳ番号がわかるものがわかること。

①の事例（中部地方整備局工事の例）

新技術活用計画書・実施報告書
・工事名
・工期
・会社名

が確認できること。
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例）基準日が、令和元年１１月３０日の場合、２年間の遡りの日は、平成２９年１２月１日となる。
・工期末が１１月３０日以降が対象（工期翌日が、平成２９年１２月１日のため）
上記期間以外は、評価対象としない。
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近隣地域内の工事実績において必要書類の添付
がないものについては、実績無しと見なして評価し
ない。

ＣＯＲＩＮＳ登録の｢工事概要｣は、発注者では確認できないので注意すること

21
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注意）
当該工事の品質確保に寄与する職種の場合のみ評価の対象とします。
履行義務が発生しますので、実施しなかった場合は、違約金徴収の対象となります。

工事数量総括表の「工種」
は必ず記載すること。

22
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注意）

実際の工事にあたり主任（監理）技術者と別に配置する場合は、１級舗装施工管理技術者
の有資格者であれば、１回限り担当者の変更が可能です。（自社職員に限ります）

23
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災害協定を締結している
団体に所属している場合
は、団体へ発行を依頼し、
写しを添付

平成３１年４月１日
以降の証明

平成３１年○月○日

24
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宛先の間違い
のないよう注意

25
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記載内容に不備がある場合は入札を無効とすることがある

28
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元請として実施する内容を
具体的に記入して下さい

・提出されない場合は施工体制点を付与
しないので留意すること

・同時提出型の場合は、「技術資料」に添
付して、電子入札システムにより提出す
ること
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手持ち工事量を評価する工事（３億円未満の一般土木工事）の場合、本様式を添付すること

・ 中部地方整備局発注で、評価基準日時点で施工中の一般土木工事を
全て記載すること。

・ 評価基準日時点で施工中の工事が無い場合、「手持ち工事なし」と
記載し提出すること。

・ 提出が無い場合や、記載が無い場合は評価しないので留意すること。
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一括審査方式
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過去４年間の当該工種の
実績を全て記入して下さい。

注意）

記載漏れや記載間違いがあっても減点等のペナルティはありませんが、当該工種以外が
記入されている事例が散見されますので留意願います。
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発注者の想定が記載してあるため、修正・削除しないこと。
適用範囲・技術については契約後に監督職員と協議し決定する。

建設生産プロセスの段階全てで活用する場合に黒塗り ｢■」 すること。

アンケートは別紙に移動しています
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発注者の想定が記載してあるため、修正・削除しないこと。
適用範囲・技術については契約後に監督職員と協議し決定する。

建設生産プロセスの段階全てで活用する場合に黒塗り ｢■」 すること。
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発注者の想定が記載してあるため、修正・削除しないこと。
適用範囲・技術については契約後に監督職員と協議し決定する。

建設生産プロセスの段階全てで活用する場合に黒塗り ｢■」 すること。
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新規

39

自由設定項目は、評価項目の内容により入札説明書に示す「評価内容等
の担保」として契約書の附則事項に記載され、提案の履行状況は確認事
項となる場合もある。

【例】
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新規 段階選抜で使用 （ＷＴＯ工事）

高度なマネジメント経験（事業促進PPP、PM／CM、
技術協力業務（ECI）の実績（完成したもの）を評価
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注意）
・全ての配置予定技術者を配置することができなくなったときは入札してはならず、直ちに当該
申請書の取下げを行うこと。

・申請書等を電子入札システムにより提出した場合であっても、申請書等の取下げは書面により
行うこと。書面は持参とし、事前に事務所経理課（契約課）へ電話連絡すること。

・他の工事を落札したことにより配置予定技術者を配置することができないにもかかわらず入札
した場合においては、指名停止措置要領に基づく指名停止を行うことがある。
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